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Ｉ
． 問
題 の 所 在

わが 国企 業の低い労働分配率はわが 国企業の行動原理を 特徴づける一要因であり、 これま で

功罪相半 ばする 評価を伴って主張され てきた。

まず、 そ の批 判を代表するのは、 昨 年２月 のソニー会長 盛田 昭夫氏の発言である。 同氏のわ

が国企業の行動原理 批判の発言の要 旨は次 の点にある１〕。

わが国企業 は 「良 いものを安く売る」 こ とを原理と してきた が、 この原理は、 ①長労働時間

と低労働分配率、 ② 低配当性向、 ③セッ トメ ーカーと部品供給 業者との不平等関係、 ④地域社

会 へ の 貢 献 の 消 極 さ と い う 難 点 を 伴 っ て い る。 と く に、 労 働 分 配 率 の 低 さ に っ い て は、 １９８０

～ ８４ 年 の ５ 年 間 の 平 均 で、 、 日 本 企 業 ７７．８ ％、 ア メ リ カ ８０．３ ％、 旧 西 ド イ ツ ８８１８ ％、 フ ラ

ン ス ８９．２ ％ と い う 統 計 資 料 が 示 さ れ、 こ の 原 理 を ど の よ う に 修 正 す る か を 最 大 の 論 点 と し て

提 起 さ れ て い る。

盛田氏の利用されてい る統 計資料はマクロ分 析の資料 （国民経済 レベ ルの 平均 値で労働分配

率の規模別相違を度外視） であり、 ミクロ分析 の資料 （個別企業の付加価値 の労働 と資本への

分配率で規模別に相違） ではな い。 この数値につ いては問題が残るが・ わが国企業の 労働分配

率の低さを裏付ける事実 は他 にも数多くある。 そ れゆえ、 この問題提起 は企業経営者 自身によ

る 発言として大きな反響を呼ん だ。

これに対する批判は種々あるが・ 最も説得力ある のは伊東光晴氏の次の見 解で あ 孔 「日本

型 の資本主義のよさは…… 株主より もお客や従業員 に対する関係を重視 して いる 点に ある。 」

ｒ私 だ っ て 心 の 中 で は、 も う
ち ょ っ と の ん び り、 高 付 加 価 値

と か
、 高 価 格 で、 と い う 気 は

あ る。

し か し そ う な っ た ら、 消 費 者 の 利
益 は ど う な る の か。 経 済 学 者 と し て、 そ ん

な も の、 許 す わ け

に は い か な いｏ 」，〕

っまり、 わが国企業の労働分配率が 低いとしても、 こ れを一要因として製晶価格が低くなり、

結果と して消費者利益が促進される。 この 関連を抜きに して、 低労働分配率を批判することは

一 面 的 で あ る。

なお、 わ が国 企業 の低労働分配率を否定 するため、 統計資 料の 加工を工夫 する 試み もあ る。
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わが国の賃金水準 が欧米の水準に劣 らな いこ・とを証明 しようとする試みであ 乱 これらの試み

は、 その課題その ものに疑問
がある が、 後に必要なか ぎりで

検討す 乱

いま、 わが 国企業の低労働分 配
率にもとづく行動原理を低労働価格経 営とし・ 欧米

企業の高

労働分配 率にもとづくそれを高 労働価格経営とする。 とする
と・ 両 者の特徴は次のように

定 式

化さ れる。 欧米企業で は、 高労 働
分配率により労働者 が利 益を得て、 その分だけ消費者利

益 が

抑 制 さ れ る。 こ れ に 対 し、 日 本
企 業 で は、 低 労 働 分 配 率 に

よ り 労 働 者 が 利 益 を 抑 え・ そ の 分
だ

け消費者利 益が促進される。

本稿 では、 最近争点 とな っているわ
が国企業と 欧米企業との行動原理の相違点をまず整理し、

これを手がかりに企業 の行動原理を説明する キー 概念としての付加価値概念の有効性 を検討す

ることを課題とする。 これに対
応 して、 付加 価値論はどの範囲

の視野と射程を もっ て分析され

る べ き か を 明 ら か に し た い。

皿． 低労 働 価格 経営 ・ 高
消 費 者利 益と 高 労働 価格 経営 ・低 消費 者利 益

わが国企業 では低労働分配率が批判 されているが、 低いのは
労働分配率 だけではない。 よく

指摘されるよう に、 欧米
企業と比 較して、 わが国企業は同時に

資本利益率 （≒ 配当 性 向）・
例

えば自己資本 営業利益率も低い。

したがって、 労働分配
率が低 いというのは実態の一面にす ぎな い。 わが国企業では、 労

働 分

配 率 が 低 い の で あ る か ら、
資 本 分 配 率 は 高 い。 と こ ろ

が、 資 本 分 配 率 が 高 い に も か か わ ら ず、

資本利益 率が低い。 逆に、 欧米企業では資本分配率
が低 い （労働 分配率が高い） に もか かわ ら

ず、 資 本 利 益 率 が 高 い。

こ れが事実とすると、 こ の事実がどのように して
生じるかをま ず検討する必要があ 乱

そ の前 に、 この事実
より わが国企業の特徴につ いてのさきの定式化は次のように加筆 されね

ばな らな い。 欧米
企業 では、 高労働分配率・高 資

本利益率により労使双方が利益を 得て、 消費

者 利 益 が 抑 制 さ れ る こ と に な る。 こ れ に 対
し、 わ が 国 企 業 で は、 低 労 働 分 配 率 ・

低 資 本 利 益 率

により労使双方が利益 を抑え、 消費者利
益 が促 進さ れる。 本稿の課題はこの

実 態を検討するこ

と に な る。

とすれば、 問題 は、 株主 （資本家） ま
たは従業員 （労働者） と して利益 を得 るか、 消費者と

し て 利 益 を 得 る か に な る。 両 者 は
一 長 一 短 で、 量 的 に も 相 互 に 相 殺 さ

れ る の で あ ろ う か。 株 主 ・

従業員の利益と消 費者の利益との大小 関係 がま ず吟味されねばな らな い。

このうち株主と 消費者の利益の大小 関係 について、 生産者余剰
と消費者 余剰 との比較という

手法で吟味す る見解もある邊）。 し
かし、 本稿では、 高労働分配率

から得 られる 労働 者 の利 益 と

低労働分配率・ 低製晶価格か ら得 られる消費者の利益の比較 に焦 点をしぼって検討する。 と す

れ ば、 こ の 論 点 は、 分 配 率 だ け で は
な く 生 産 性 に も か か わ っ て く る。

さて、 欧米 企業は高労働分 配
率 （低資本分配率） かつ 高資 本利 益率であるのに対 し、 わ

が国
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企業は低労働分配率 （高 資本 分配率） かっ低資本利益 率である。 論点はこの実態がどのように

して生 じるかにある。 こ れを 説明 する要因
を探るた め、 これらの経営諸指標の関係を示す付加

価 値 指 標 に っ い て、 必 要 な か ぎ り で 定 義 す る・〕。

付加価値生産性に は生産過 程への投入・産出要因 を基準として４っの表現方法がある。

①付加価値労働生産性＝ 付加 価値額／従業員数

②付加価値生産性労働費用基 準＝付加価値額／労働 費用 額

③投資効率 （付加価 値有 形固定資産生産性） ＝付加 価値額／有形固定資産額

④付加価値率＝付加価値 額／ 売上高

さ らに、 次の定義 を加 える。 とすると、 労働分 配率と資本利
益率との同時的な高低 は投資効

率の高低により説明さ れる。

⑤粗付加価値＝減価 償却 十純付加価値、 純付加 価値＝労働費用十資本
利益

いま、 自 己資本額 がほぼ有形固定資産額に相当す る
とする。 とすると、 ③投資効率＝ （付加

価値額／自 己資本） ＝ ｛（減価償却十労働費用十 資本利益） ／自己資本｝ となる。 資本分配率＝

資本利益／付加価値 額、 資本利益率＝資本利益／ 自己資本である
か ら、 欧米企業 で低 資本 分配

率にもかかわ らず高 資本利 益率となるのは、 投資 効率が高水準に
あるか らである。

つまり、 わが国の 労働 分配率と資本利益率との 同時的
な低水準は投資効率の低水準 にもとづ

い て お り、 ま た 後 者 の 上 昇 に よ り 前 二 者 も 上 昇 す る こ
と に な る。

そ こ で、 こ れ ら 諸 指 標 を 変 化 さ せ る 要 因 に つ い て み る。

これ らの付加価値 諸指 標は産業別・企業別に特 徴的に変化 し、 各産業・企業の 技術 的性 格を

表現 している。 また、 先進諸 国の企業間でもこれ らの付加価値諸指
標は明白な特徴を示 し、 そ

の国際比較上の興味ある論点 とな ってい 孔

た だ し、 こ れ ら 諸 指 標 の 国 際 比 較 の た
め の 信 頼 で き る 資 料 は き わ め て 乏 し い。 と く に、 ミ ク

ロ分析の資料は皆無 に等 しい。 そ れゆ
え
、 通
産省 『世界の企業の経営分析』 な ど私の 手元 の断

片 的 な 資 料 に も と づ き・ 日 米 独
モ デ ル を 仮 説 し て 比 較 す る・わ

日米独企業の比較のた め、 特徴的
な数値例を考える。 付加価値労働生産性 （従業員１人当た

り付加価値額） はほ ぼ等 しい と仮 説する。 付加価値 は純付加価値をとる。

日 本 企 業 ア メ リ カ 企 業 ド イ ツ 企 業

付 加 価 値 生産 性 労 働 費 用 基 準 １３３ ％ ％ １２５ ％ １１７．６５ ％

労 働 分 配 率 ７５ ％ ８０％ ８５ ％

資 本分 配 率 ２５ ％ ２０ ％ １５ ％

投 資効 率 ６０ ％ １００ ％ １２０ ％
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この数値例で、 諸指標間 には次
の関係が言える。

（ａ）、 日本企業で は資 本分配率２５％ （労働
分 配率７５％）、 投資効率６０％である

か ら、 資

本利益率１５．０％となる。 同様に してアメ リ
カ企業 で は資 本分 配 率２０ ％に 対 し資本 利 益率２０

％、 ドイ ツ企業では資本分 配率１５％に対
し資本利 益率１８％となる。 日本企業は高資 本分配

率

にもかかわらず低資本利益 率になる。

（ｂ）、 日本企業で労働 分配率と資本利
益率 がともに低いのは、 上の数値例 に み られ るよ う

に 投 資 効 率 が 低 い か ら で あ る。 投 資 効 率 は、 ア メ リ
カ 企 業 １００ ％、 ドイ ツ 企 業 １２０ ％ に 対 し て、

日 本 企 業 は ６０ ％ で あ る。

（ｃ）、 （ａ） （ｂ） より日本企業 で労働分配率が低い こ
と は間 違い ない が、 そ れ以 前 に 有形

固定資産または自 己資 本と比較 しての付加価 値額が低いことが見落とさ れて はな らない。 最深

の論点は、 有形固定資産 と比較 して１労働 時間当
たり付加価値が低い点にあ 孔

その他、
付加価値率、 企業成長率

な どの多く の諸指標の特徴が上の数値例から導き出せるが、

こ こ で は 割 愛 す る。 ま た、 米 独 企 業 の 特 徴 に っ
い て も 省 略 す る。

皿． 高消 費者 利 益の 実 現条 件

これまでの考察 にもとづき、 さきの定 式
をもう一度規定 し直す。 わが 国企業の低労働分配率

かっ低資本利益率 は低 投資効率か ら生じており、 こ
れに対 し欧米企業の 高労 働分配率かっ高資

本利益率 は高投資効 率から生じている。

とすれ ぱ、 高労働価 格経営 （低消 費者利
益） と低労働価格経 営 （高消 費者利益） とは、 いず

れが社会的総福祉 をよ り増進させる のであろうか。 論点 は、 以 上の検討をふまえて、 高投資効

率と低投資効 率と はどちらが社会 的総福 祉に寄与するかと 提起 すべきであろ ㌔

その前提と して、 わが国企業の労 働分配率
と資本利益率 との 低水準を否定し、 高労働分配率

と高資本利益 率を 証明しようとする 試みに対する批判点を 指摘 する・比

以上の検討 より、 低労働分配 率
かつ 低資本利益率 はこの 面だけをみて低く 評価してはな らな

い。 それ は他 面の高消費者利
益の 可能性を伴っている。 したがって、 欧米企業の水準

か らみ た

労働分配 率と 資本利益率の相対 的な 低水準に対 して、 そ れの反証を試みる必要は
ない。 水準 の

高低 だけ の反 証を試みること は論 理の欠如を表明する にすぎない。

こ れらの試みはその課題その ものが妥当で はな い。 課題とされね
ばならぬのは、

低労働 分配

率かっ低 資本利益率が高消費者利 益を伴っている かどうかである。

問 題は、 単に労働分配率
また は資本利益率の高 低だけでなく、

生産性水準にかかわっている。

っまり、 わ
が国企業では、 低投 資効率であって、 これは付加価値有形固定資

産 （自 己資 本） 生

産性 の低位を意味する。 欧 米企業ではこの逆 であ って、 付加価値有形固
定資産生産性 が高水準

に あ る
。

とすれば、 わが国企業で はな ぜ付加価値有 形固 定資
産生産性が低水準に ある の であ ろう か。
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これを上昇させるのは どのような要因で あろうか。 その論点 を追 及するためには、 産業間の付

加価値生産性格差に立ち入る必要がある。

ところが現在・ 日米欧の投資効率 （＝付加 価値有形固定資産生 産性） を直接比較できる資料

は存在しない。 唯一さきの 『世界の企業の経 営分析』 があり、 同 資 料に よる と、 １９７０年代 か

ら１９８５年の間の日米企業の投資効率 は２，３の年を除 いて３：２の比率で推移 して いる。 しか

し、 両国の会計制度の相違もあってか・ 経営 指標だけの数値の比 較は１９８５年 以降 中 断され て

い る。 ま た、 こ の 資 料 で は 産 業 別 の 投 資 効 率 を 知 る こ と は で き な い。

そ こで・ 本稿では投資効率の代わりに・ 付加価 値労働生産性にっ いて産 業間格差をみ 孔

わ が国 企業 は高い競争カをもっが、 これが高 い生産性にもとづくか どう かにつ いて最近疑問

が提示さ れて いる。 むしろ、 生産性の低水準 が指 摘されている。

低生産性の 理由 には主として次の要因があ げられている。 ①産業間の生 産 性格 差の 大き さ、

②長労働時間、 ③ 為替相場 と購買力平価との差、 ④マク ロ分析とミクロ分 析と の相 違。 これら

の 要 因 の う ち、 こ こ で は ① と ③ に 注 目 す るｏ。

『労働生産性の国際比較』 （１９９１年版、 日本生産性 本部） により、 日米 独の 産業 別 生産 性

を 比 較 す る と、 下 表 の よ う に な る。

表 １９８８ 年 産 業 別 労 働 生 産 性 水 準 比 較 （日 本 ＝ １００、 購 買 力 平 価 基 準）

日 本 ア メ リ カ 西 ドイ ツ

就 業 者 １ 人当 た り生 産 性 １ＯＯ １３１ １１５

農 林 水 産 業 １ＯＯ ３３８ １６３

鉱 業 ・ 採 石 業 １００ ２０５ ３５

製 造 業 １ＯＯ １２４ ８５

建 設 業 １００ １０３ １０８

商 業 １００ １８０ １２１

運 輸 ・ 倉 庫 ・ 通 信 業 １ＯＯ １５５ １２０

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 １００ ５９ ５９

金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 ・ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス １００ ９５ ８６

公 共 的 ・ 社 会 的 ・ 個 人 的 サ ー ビ ス １００ ８７ １１８

こ の 数 値 は 購 買 力 平 価 に よ る も の で あ る。 為 替 相 場 は、 製 品 ・ サ ー
ビ ス の 売 買 と そ れ ら の 生

産性によってだけでなく、 資本移動の動 向によって変動す る。 最近では極端
な円高傾向にあり、

わ が国企業の生産性はそれだけ高く表現さ れ 孔 それ ゆえ・ 為替相場と購買力平価との
差 は極

端 に 大 き く な る。

購買 力平価は各国の貨幣１単位で購買 でき る商品集合の比較 であり・ 別言すると一定の商品

集 合に対する各国貨幣量を意味する。 したが って、 どのような 商晶集合をとるかにより購買力

平価 には差異が出るが、
上表は国連統計局の 基準によって いる。
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上 表 よ り、 米 独
企 業 と 比 較 し て、 わ が 国

企 業 の 特 徴 は、 電 気 ・
ガ ス ・ 水 道 業、 金 融 ・ 保 険 ・

不 動 産 ・ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス の 高 付 加 価 値 生 産 性 と、 農 林 水 産 業、 製 造 業、 建 設 業、
商 業、 運 輸 ・

倉庫・ 通信 業の 低付加価値生産性 にあ る。 そして、 こ
の 二面 はわ が国 企業の低労働価格経営と

消 費者利 益に直接にかかわってい 孔

ま ず、 前 者 に つ い て み る。
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 は 行 政 機 構 に よ る 規 制 を う け て お り、 非 競 争

的な業種である。 も
ちろん、 これらの業種が規制に

より 保護されているのはこれ らの業種の製

品 ・ サ ー ビ ス の 公 共 的 な 性 格 に も と づ い て い る。 し
か し
、
こ の 規 制 に よ り、 電 気 ・

ガ ス な ど の

料金は米独と比較 して高 水準 にある。

したがって、 上表でこ れら
の業種の付加価値 生産性が米独と比較 して高くなるの は、 規制に

よる高製晶価格に もとづ いている。 こ れらの業種では、 国内
の他の業種と比較 して付加価値労

働生産性や投資効率 も高 い水準にある。 賃 金水準も高く、
従業員数 も余裕を もっ ていると推察

さ れ る。

これに対 し、 後者の業種は
市場 シェ アの拡大競争の渦中にある。 上表 でこれらの業種の

付加

価値生産性 が米 独と比較して低く 出る のは、 激烈
な価格競争の結果 であり、 低製品価格による

も の と み ら れ る。

これらの業種では付加価値労働 生産性や投資効率 も相対 的に低く・ 賃金水準も低い。
わが国

の 低労働価格経営を代表するの はこれらの業種に属す る企業である。

以上の産業別付加価値生産 性格差にっいて次の 特徴 に注目する。 米独と比較 して付
加価 値生

産 性 が 高 い 業 種 は 主 と し て 国 内 向 け の 製 品 ・ サ ー ビ ス を 提 供 し て い る。 こ れ に 対
し
、
付 加 価 値

生産性が低い業種の中に は輸 出財を製晶とする業 種が数多く含まれている。

っまり、 国内消費
財を 製品とする産業 は高 労働価格・高製品価格であり・ 輸出財

を製晶とす

る産業は低労働価格・ 低製品価格ということ になる。

したがって、 わが 国企業は低労働価格経営 で
あり、 その結果高消費者利

益 とな るはずである

が、 しか しこの
ためには国内消費財産業 が低製品価格であることが 条件 にな る。 輸出財産業が

低労働価格・低 製品価格、 国内消費財
産 業が高労働価格・高製 晶価 格であれば、 わが国企業の

従業員 にと って は、 低労働分配率
かっ 低消費者利益と いう こと にな ろう。

ｌＶ． 付 加価 値 概念 の有 効 性

低労働分配率かっ低資本利益 率は無条件に高消 費者利益につ ながるとはか ぎらない。 問題は、

以上に検討した現状で は、 輸出財
産業と国内消費 財産業との産業間の付加価値格差に ある。 そ

して、
産業間の付加価値格 差は輸出財の内外 価格差と国内消費財の非競争による 高製 晶価格か

ら 生 じ て い る。

この実態を傍証する のは、 わ
が国の購買力 平価の為替相場と比較 しての大幅な低水準である。

両者の格差は輸出財の 内外価格差か ら生 じる。 また、 国
内消費財の高価 格は、 規制業種での競
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争 の制限の結果である。

このか ぎり、 低労働価 格経 営が高消費者利
益に寄与する ためには、 規制緩和 と競争の推進が

条 件となる。 現状のよう に輸出財産業
と国内消費財産業と の付加価値格差 の 大き い場 合 には、

低労働価格経営 （輸 出財産業） が低消費者利益 （国内消 費財の高価格） と結 びつくことになる。

最近、 公共性 の大 義名 分によって正当化されている
規制が、 既得権益 の擁護の規制となって

い る 現 実 を 分 析 し 告 発 し て い る 見 解 も 表 明 さ れ て い る目〕。 こ の 見 解 で は、 日 米 比 較 に よ り わ が

国の国内消費財 の高 価格が事例を通じて摘出され、 規 制緩和
の必要な理 由が理論的に追及され

て い る。

しか し、 同書 は、 日米の消費財価格の比較の手法で わが国の産業 規制
を検討しており、 消費

者の視点か らの 批判 に終始している。 それゆえ、 一定 の説得力
を もっ が、 直接に産業政策の検

討にっながる議 論ではない。 具体的な産業政策の検討 のた
めに は、

規制 された産業に属する企

業の経営分 析とく に付加価値分析が必要である。

現状で は、 わ が国の低労働価格経営が どこまで消費 者利
益に寄与 している か は疑 問で ある。

逆に、 欧米の高 労働 価格経営が必ず消費者利益を 阻害する
ともか ぎらな い。 両者の間には産業

間付加価値格差 という要因が介在し、 この格差 は産業 規制
を一要因 とする。

付加価値 は企 業生産性を表現する概念であるが、 こ れま で主と して個 別企業の内部構造を示

す指標と して 使用さ れてきた。 付加価値労働
生産 性と労働装備率や 投資効率との関係な どの分

析がこれである。 しかし、 わが国の低労働価格経 営
が高消費者利益 に結びつくために は、 付加

価値の産業 間関 係とその発展動向の明確化が不可欠の 要因となる。 っま り、 個別企業会計の領

域を越えた ところに付加価値概念の有効性が認め られる。

この論点 に関連して、 産業政策論にわが国企業 の行動原
理を表現 した定式と して 「競争 的寡

占」 という仮 説的概念がある帥。 この 「競争 的寡 占」 は、
欧米企業 の行動原 理 を表 現す る 「協

調的寡 占」 に対立する。

欧米の寡 占企業にっいては、
一方で同一産業内 の少数企業の協調 による製品価格の下方 硬直

性が分析さ れるとと もに、 他方で
職業別労働市場 を通じての厳 しい資本家と労働者の利害 の対

立が指摘さ れている。 これら両面の結果と して、 寡占価格か ら生 じる超過利潤が労資双方 に配

分され、 高 賃金と高利潤の同時的併存
がみ られる ことになる。 「協 調的寡占」 の特 徴で ある。

ここに指 摘した 「協調的寡占」 の高賃金・高利 潤は、 本稿の これま での検討より、 厳密 には

高投資効率 すな わち付加価値有形固定資産生産性 の高水準に もとづく と理解される。

ところが、 第
二次大戦後のわが国の場合に は、 寡占企業の行動原 理を規定するの はそ の協調

面だけ ではない。 一方で、 急速な物質的生活水準 の上昇とと もに、 耐久消費財を中心
とす る工

業製品に対 する需要は急激に増大してきており、 製造業企業の製 品市場は高い比率で増加 して

きている。 それゆえ、 市場シェア拡大による売上 高増加のための 競争
という要因がわが国 企業

では行動原 理のもう一つの原理と して作用 して いる。
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他方 で、 わ
が国では労資の階級 区別が相対的に不確 定な 点もあり、 労資双方の企業への帰属

意識は強い。 その結果、 労働者 は、 賃金所得による個 人生活の
充足よりも、 企業業績への貢献

意 欲 を よ り 強 く も っ て い る。

これら両面の結果、
わが国企 業は、 一方での低 製品価格・低利潤、

他方での低労働価格を特

徴とする 「競争的寡占」 の傾向 をもっことになる。 この傾向は、 こ
れまで検討 してきた低投資

効率すなわち付加価値有形固定 資産生産性の 低水 準にもとづくと理解される。

「協調的寡占」 と 「競争 的寡 占」 は経済学 の一分野の産業政策論の仮説的概念である。 この

仮説は実証されねばな らず、 実 証の手続きを必要 とする。

実は、 本稿で検討 して
き た低 労働価格経営・高 消費者利益と高労働価格経営・低消費者利益

という企業の行動原理 は、 こ
の産業政策論か ら借用した視点である。 付加価値概念 はこの 視点

から個別企業を超える産業 部門分析の用具と して不可欠の概念となろう。

Ｖ． 付
加価値論の射程 一 むすぴ

かつて付加価値論の 有効 性をめぐって 会計 学者の問で論争があったが、 そ こでは個 別企業の

行動原理の指標と して 付加 価値概念が どこま で有効であるかを論点と してい た。 端的に言って、

争点は、 利
益概念と付加価 値概念とのい ずれがより的確に企業の行動原理 を表現 して いるかに

あ っ た。

論 争 の 勝 敗 は 別 に し て、 そ の 後 の 経 済 の サ ー ビ ス 化 ・ ソ フ ト 化
と と も に 生 産 性 指 標 と し て の

付加価値概念の重要性 は事実上低下 して いった。 この傾向 はこ れま でのわが 国個 別企 業の行動

原理を端的に表現 して いる。

しかし、 いま利 益概念は単独では企業 行動を評価する
指標と して 不充 分とさ れるよ うになっ

てきている。 資本利益 率は、 労働分配率 と消 費者利
益の指標と併用さ れるのでな ければ、 企業

の行動原理を的確 に表 現することができな い。 そ して、 ここに 資本利益 率と 労働 分配率との統

一的な表現と して 投資 効率すなわち付加価 値有形固定資産生産性が 独自の有用性 をもっ ように

な る
。

これに対応 して、 付加価値概念は、 単
な る個別企業の行動原理の 指標 ではなく なる。 この概

念は国民経済中 で特定の機能を背負った 産業部門を視野のうち におく 企業の行動原理の指標と

いう性格をう けと る。 欧米企業
と対比 したわが国企業の行動原 理は付加 価値概念のこのような

射程のもとに初め て理解することができ 乱
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注

１） 盛 田 昭 夫 「日 本 型 経 営 が 危 な い」 （ 『文 芸 春 秋』 １９９２ 年 ２ 月 号）

２） 伊 東 光 晴 氏 の 対 談 で の 発 言 （ 『月 刊 Ａ ｓ ａｈ ｉ』
’９２ ／ ４ ３７ ぺ 一 ジ）

３） 大 山 道 広 「日 本 型 経 営 の 功 罪」 （日 本 経 済 新 闘、 １９９２ 年 ６ 月 ２６ 日）

４） 付 加 価 値 に つ い て は 日 本 生 産 性 本 部 『付 加 価 値 分 析』 の 定 義 によ っ て い 乱

５） 通 産 省 『世 界 の 企 業 の 経 営 分 析」 各 年 版 か ら 導 出 した 数 値 は 別 表 の 通 り で あ 乱 た だ し、 同 報 告 は

１９８５ 年 以 降 刊 行 さ れ て い ず、 現 在 私 は 独 自 の 調
査 を 行 っ て い 私

６） 原 田 泰 ・ 松 浦 秀 樹 「真 の 利 益 率 は世 界 一 高 い」 （ 『週 刊 東 洋 経 済」 ５０８１ 号）

７） 輪 出 財 と 国 内 消 費 財 の 価 格 差 と 労 働生 産 性 ・ 賃 金 水 準 の相 違 と の 関 係 に つ い て は 横 溝 雅 夫 「非 製 造

業 に 過 剰 労 働 力」 （日 本 経 済 新 聞、 １９９２ 年 ２月 １９ 日） も 指 摘
し て い 孔

８） 伊 藤 隆 敏 『消 費 者 重 視 の 経 済 学』 （１９９２ 年、 日 本 経 済 新 聞 社）

９） 伊 東 光 晴 『保 守 と 革 新 の 日 本 的 構 造』 （１９７０ 年、 筑摩 書 房） を 参 照 さ れ た い。


